
事 業 概 況 （平成 31年 4月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和元年度労災保険業務機械処理の平成 31 年 4 月末現在における保険給付支払総額は 892 億円で、前年同期に比べて

2.3％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が565億円で63.3％と最も大きく、次いで療養補償給付

が208億円で23.4％を占めている。以下、休業補償給付が9.2％、障害補償一時金が2.6％、介護補償給付が0.7％、遺族

補償一時金が0.6％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が27.7％増、障害補償一時金が3.6％

増、介護補償給付が2.7％増となっているのに対し、遺族補償一時金が20.9％減、療養補償給付が5.7％減、葬祭料が5.2％

減、年金等給付が1.4％減、休業補償給付が0.1％減となっている。（第１表） 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が267億円で29.9％、「その他の事業」が241億円で27.1％、

「製造業」が227億円で25.5％となっている。以下、「運輸業」が10.9％、「鉱業」が 4.0％、「林業」が1.7％、「船舶所

有者の事業」及び「漁業」がそれぞれ0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 3.4％増、「電気、ガス、水道又は熱供

給の事業」が3.0％増、「漁業」が1.1％増、「建設事業」が0.4％増となっているのに対し、「鉱業」が6.3％減、「その他

の事業」が5.8％減、「林業」が4.6％減、「製造業」が1.7％減、「運輸業」が0.4％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 91,322,005 100.0 0.8 89,237,271 100.0 2.3 △    

療 養 補 償 給 付 22,092,155 24.2 4.7 20,837,839 23.4 5.7 △    

休 業 補 償 給 付 8,171,292 8.9 4.6 8,166,368 9.2 0.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 2,205,213 2.4 19.5 2,285,301 2.6 3.6

遺 族 補 償 一 時 金 686,150 0.8 29.2 542,923 0.6 20.9 △   

葬 祭 料 165,312 0.2 19.0 156,662 0.2 5.2 △    

介 護 補 償 給 付 622,137 0.7 0.2 639,175 0.7 2.7

年 金 等 給 付 57,291,544 62.7 2.0 △    56,496,354 63.3 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 88,202 0.1 10.6 112,648 0.1 27.7

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成30年度　30年4月末 令和元年度　平成31年4月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率



 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が314億円で55.7％と最も大きく、次いで障害補償

年金が218億円で38.6％、傷病補償年金が33億円で5.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 186 億円で 33.0％、「製造業」が 162 億円で 28.6％、

「その他の事業」が111億円で19.7％となっている。以下、「運輸業」が10.9％、「鉱業」が5.0％、「林業」が1.9％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 91,322,005 100.0 0.8 89,237,271 100.0 2.3 △    

林 業 1,627,697 1.8 2.9 △    1,552,632 1.7 4.6 △    

漁 業 323,458 0.4 0.5 △    327,121 0.4 1.1

鉱 業 3,783,622 4.1 6.5 △    3,546,611 4.0 6.3 △    

建 設 事 業 26,585,191 29.1 1.3 △    26,687,266 29.9 0.4

製 造 業 23,099,445 25.3 0.9 △    22,716,707 25.5 1.7 △    

運 輸 業 9,730,196 10.7 1.0 9,692,529 10.9 0.4 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
223,067 0.2 2.4 △    229,651 0.3 3.0

そ の 他 の 事 業 25,614,976 28.0 6.3 24,138,975 27.1 5.8 △    

船 舶 所 有 者 の 事 業 334,354 0.4 0.2 △    345,778 0.4 3.4

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成30年度　30年4月末 令和元年度　平成31年4月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

令和元年度　平成31年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 21,790,080 31,447,507 3,258,768 56,496,354 100.0

林 業 305,350 706,173 37,508 1,049,031 1.9

漁 業 57,153 182,209 8,004 247,366 0.4

鉱 業 267,874 2,126,336 449,978 2,844,188 5.0

建 設 事 業 6,002,927 11,393,915 1,223,002 18,619,844 33.0

製 造 業 8,092,062 7,462,181 603,484 16,157,728 28.6

運 輸 業 2,346,606 3,549,269 261,844 6,157,719 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
37,780 126,130 8,209 172,119 0.3

そ の 他 の 事 業 4,646,985 5,824,998 661,493 11,133,476 19.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 33,342 76,297 5,244 114,883 0.2

構 成 比 38.6% 55.7% 5.8% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和元年度労災保険業務機械処理の平成 31 年 4 月末現在における保険料徴収決定済額は 358 億円で、前年同期に比べ

て7.3％減となっている。保険料収納済額は27億円で、前年同期に比べて14.8％増となっている。また、収納率について

みると7.4％となっており、前年同期に比べて1.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が290億円で81.1％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 31 億円で 8.8％、「製造業」が 16 億円で 4.6％を占めている。以下、「運輸業」が 3.8％、「船舶所有者の事業」が

0.6％、「鉱業」が0.5％、「林業」が0.4％、「漁業」が0.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.0％となってい

る。（第４表） 

 

 

 

区　分　

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

　業　種 30年4月末 平成31年4月末 30年4月末 平成31年4月末 30年4月末 平成31年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 38,599,989 35,800,785 100.0 7.3 △   2,319,185 2,661,465 100.0 14.8 6.0 7.4

林 業 160,748 151,972 0.4 5.5 △   38,100 35,711 1.3 6.3 △   23.7 23.5

漁 業 54,932 55,992 0.2 1.9 919 178 0.0 80.6 △  1.7 0.3

鉱 業 227,437 188,402 0.5 17.2 △  403 2,872 0.1 612.7 0.2 1.5

建 設 事 業 31,155,251 29,037,635 81.1 6.8 △   2,075,281 2,435,724 91.5 17.4 6.7 8.4

製 造 業 1,795,304 1,643,888 4.6 8.4 △   33,569 46,375 1.7 38.1 1.9 2.8

運 輸 業 1,641,940 1,348,504 3.8 17.9 △  23,521 25,298 1.0 7.6 1.4 1.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
444 423 0.0 4.7 △   55 25 0.0 54.5 △  12.4 5.9

そ の 他 の 事 業 3,329,421 3,146,418 8.8 5.5 △   144,091 112,051 4.2 22.2 △  4.3 3.6

船舶所有者の 事業 234,512 227,550 0.6 3.0 △   3,246 3,232 0.1 0.4 △   1.4 1.4

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比

対前年

同　期

増減率

構成比

対前年

同　期

増減率


